
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。
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目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

基準年度
平成30年

度
令和元年

度
令和2年

度
令和3年

度
令和４年

度

－ －
累計

100,000人

10,197 11,110 10,294

60% 60% 60% 60% 65.8%

62.1% 67.0% 61.7% 68.8%

90% 90% 90% 90% 90%

96.5% 97.7% 97.3% 97.2%

若年無業者等のうち、ひきこもり状態等にある方の個々のニーズに合わ
せた支援を行うため、満足度調査で満足と回答した者の割合を測定指
標とした。

令和４年度の目標値は、 特に令和２年度から支援対象としている就職
氷河期世代の方々については複合的な課題を有している場合が多く、
引き続き支援者の高いスキルが求められている現状などを踏まえ、令
和３年度と同水準の90％と設定している。
（参考）令和３年度実績値97.2％は、分母：回答者数（6,372人）、分子：
満足度調査において「満足である」と回答した者の人数（6,195人）から
算出したもの。
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地域若者サポートステーションの支
援を受けた者に対して行う満足度調
査において、満足と回答した者の割
合（アウトカム）

96.6%
平成29年

度
90% 令和４年度

「新成長戦略」において、2020年までの目標として、「地域若者サポート
ステーション事業によるニートの進路決定者数10万人」が掲げられてい
るため、当該数値に基づき、測定目標を設定している。
（参考）平成23年度実績：12,165人、平成24年度実績：14,713人、平成25
年度実績：19,702人、平成26年度実績：20,106人、平成27年度実績：
16,349人、平成28年度実績：15,170人
累計：108,389人（平成29年度末時点）

-

2
地域若者サポートステーションにお
ける就職等率
（アウトカム）

57.2%
平成27年

度
65.8% 令和４年度

若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材
となるよう一人でも多くの若者等を就職に結びつけることを目的としてい
ることから、就職等率を目標として設定している。なお、平成30年度よ
り、雇用保険被保険者としての就職に加え、雇用保険被保険者就職に
向け着実にステップを踏んでいると考え得る、雇用保険被保険者となる
ことが見込まれる就職及び公的職業訓練スキームへの移行も含めて評
価することとした。

令和４年度の目標値は、近年の実績を踏まえた適正な目標値となるよ
う、過去３年間（2019年度～2021年度）の平均値以上とすることとし、
65.8％と設定している。
（参考）令和３年度実績値68.8％は、分母：登録者数（16,807人）、分子：
就職等者数（11,556人）から算出したもの。

年度ごとの実績値

目標年度

‐1
地域若者サポートステーションの就
職等進路決定者数
（アウトカム）

6,742
平成22年

度
‐

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

地域若者サポートステーション事業において、若年無業者等の職業的自立に向けた支援を実施し、より多く
の若者等を就労につなげる。

より多くの若者等を就労につなげることで、若年無業者等が将来生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済的に自立させ、地域の社会の支え
手とするとともに、我が国の産業の担い手を育てることとなるため。

地域若者サポートステーション事業において、支援を受けた者の就職後の定着・ステップアップを推進する。
サポステを経て就職した者等が就職後も職業的自立した状態を維持できるよう、職場への定着やステップアップを支援し、その割合を向上させ
ることで、安定した産業の担い手を育てることに資するため。

施策の概要

・　本施策は、「青少年の雇用の促進等に関する法律」において、無業青少年の職業生活における自立を支援するための施設として位置付けられる地域若者サポートステーションにおける若年無業者等の職業的自立に向けた支援をするため実
施している。

・　また、「就職氷河期世代支援プログラム」（※）、「就職氷河期世代支援に関する行動計画2020」等を踏まえ、令和２年度からは全国177箇所のサポステにおいて、支援対象を49歳までに拡大するとともに、把握・働きかけのための福祉機関等
へのアウトリーチ型支援（出張相談）を実施している。
※　「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）の一部として取りまとめられたものであり、現状より良い処遇、そもそも働くことや社会参加を促す中で、就職氷河期世代の正規雇用者については、30万人増やすことを
目指し、政府として３年間の集中的な支援に取り組む方針を打ち出したもの。

施策実現のための背景・課題

1

　若者の数が減っているにもかかわらず、若年無業者（15～34歳で、就労しておらず、家事も通学もしていない者）の数は平成26年以降50万人台半ばで推移しており、令和３年には57万人となっている。加えて就職氷河期に学校を卒
業、退学した無業者の滞留が顕著で、これらの者を含む15～49歳の無業者数の推計は約120万人にも達する。これら若年無業者等の就労を支援することは、若者等の可能性を広げるだけでなく、将来生活保護に陥るリスクを未然に
防止し、経済的に自立させ、地域の社会の支え手とするとともに、我が国の産業の担い手を育てるために重要である。
　このため、若年無業者等に対し、就職・正社員化の実現、多様な社会参加の実現に向けて支援をしていく必要がある。

　若年無業者等の職業的自立を支援するためには、基本的な能力の開発にとどまらず、職業意識の啓発や社会適応支援を含む包括的な支援が必要であり、こうした支援は各人の置かれた状況に応じて個別的に行うことや、一度限
りの支援にとどまらず、継続的に行うことが重要である。そのため、就職後の定着・ステップアップの支援を行う必要がある。

令和４年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）

若年者や就職氷河期世代に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（施策目標Ⅵ－２－１）
　基本目標Ⅵ：労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発揮できるような
　　　　　　　　　 環境整備をすること
　　施策大目標２：個々の特性やニーズに応じた職業能力開発を推進すること

担当
部局名

人材開発統括官付若年者・キャリア
形成支援担当参事官室

作成責任者名 参事官（若年者・キャリア形成支援担当）　谷口　正範

（厚生労働省４（Ⅵ－２－１））
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令和２年度 令和３年度

予算額 予算額

執行額 執行額

53.0億円 51.7億円

43.0億円 43.0億円

基準年度
平成30年

度
令和元年

度
令和2年

度
令和3年

度
令和４年

度

65% 69% 69% 69% 73.8%

72.9% 69.4% 73.6% 78.3%

令和２年度 令和３年度

予算額 予算額

執行額 執行額

53.0億円 51.7億円

43.0億円 43.0億円

施策の予算額（執行額）（千円）

令和２年度

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

第208回通常国会　衆議院厚生労働委員会厚生労働大臣所信表明 令和４年２月25日
いわゆる就職氷河期世代の方々に対しては、都道府県プラットフォームを基盤に、社会機運を醸成し、就労や社会参加を
支援します。

令和３年度 令和４年度

政策評価実施予定
時期

令和８年度5,299,062 5,167,110 4,674,147

4,300,791 4,304,722

(2)
若者職業的自立支援推進事業
（平成18年度）（再掲）

46.7億円 4
若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」において、地方自治体と協働し、職業的自立に向け
ての専門的相談支援、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施することにより、新たに就労へと導く支援を提供できることにな
り、施策目標を達成することに効果があると見込んでいる。

2022-厚労-21-0697

令和４年度の目標値は、近年の実績を踏まえた適正な目標値となるよ
う、過去３年間（2019年度～2021年度）の平均値以上とすることとし、
73.8％と設定している。
（参考）令和３年度実績値78.3％は、分母：当該年度に就職後６ヶ月後
が到来する者で定着・ステップアップ支援を開始した者の人数（4,926
人）、分子：就職後６ヶ月後に同一の雇用主の下で就労中又は転職して
就労中の者の人数（3,858人）から算出したもの。

達成手段２
（開始年度）

令和４年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和４年度行政事業レビュー事業番号

年度ごとの実績値

目標年度

4

地域若者サポートステーションにお
ける定着・ステップアップ支援を受け
た者のうち、就職後６か月経過時点
で就労している者の割合
（アウトカム）

67.6%
平成28年

度
73.8% 令和４年度

就職までの支援にとどまらず、その後の早期離職の防止、より安定した
就職機会へのステップアップが重要であるため、地域若者サポートス
テーションによる定着・ステップアップ支援を受けた者のうち、就職後６か
月経過した時点でも就労している者の割合を目標として設定している。

達成目標２について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

(1)
若者職業的自立支援推進事業
（平成18年度）

46.7億円 1,2,3
若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」において、地方自治体と協働し、職業的自立に向け
ての専門的相談支援、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施することにより、新たに就労へと導く支援を提供できることにな
り、施策目標を達成することに効果があると見込んでいる。

2022-厚労-21-0697

達成手段１
（開始年度）

令和４年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和４年度行政事業レビュー事業番号
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